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研究成果の概要（和文）：本研究では，これまで体系的な検討が十分に行われてこなかった，津波漂流物衝突に
対する建築物の安全性評価手法を提案した。まず，津波漂流物として船舶を想定し，船舶が陸域遡上する条件の
解明，外力波形の定義，高精度な最大応答評価法の提案を行った。これらの知見を踏まえ，津波漂流物衝突に対
する設計フローを整理した。また，津波漂流物が柱に衝突した際の軸力保持能力評価法の精度検証，津波避難ビ
ルに要求すべき復旧性能の検討を目的とした調査を実施した。

研究成果の概要（英文）：Safety evaluation methods for building structures against tsunami-debris 
impact load have not been systematically carried out in this research field. In this study, focusing
 on impact load of vessels and its effects on buildings, identification of conditions to cause their
 inland drifting, definition of impact load, proposal and validation of response estimation method 
were made. Furthermore, based on the results above, a flow diagram to design building structures 
against the impact load was proposed. In addition, residual axial-load-carrying capacity evaluation 
method after collision of ships to column was examined and field investigations of tsunami-inundated
 buildings were made.

研究分野：建築構造

キーワード： 津波　漂流物　衝突　鉄筋コンクリート
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様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９－１、Ｚ－１９、ＣＫ－１９（共通） 

１．研究開始当初の背景 
 2011 年 3 月 11 日に発生した東北地方太平
洋沖地震による大震災では，死者・行方不明
者の多くが津波によるものであるとされて
いる。本震災を受けて，研究者のみならず国
においても，津波に強いまちづくりが今後の
地震防災対策のひとつの大きな柱として強
く再認識された。大震災以降，建築構造分野
の津波荷重評価や耐（対）津波性能評価に関
する研究活動は増加傾向にあり，津波荷重評
価に関する体系化が試みられてはいるもの
の発展途上にあるものも多く，建築物の耐震
設計における地震荷重評価などと比較する
とそのデータや知見の蓄積はいまだ不十分
である。 
 特に，本研究で主として対象としている津
波漂流物の衝突による建築物への作用外力，
および応答評価に関しては，その知見が蓄積
されておらず，「津波防災地域づくりに関す
る法律」の技術基準においても未解決の課題
とされている。 
 
２．研究の目的 
 そこで本研究では，津波避難ビルの設計用
荷重の合理的な設定，ならびに津波避難ビル
に要求すべき対津波性能の具体的な確認手
法の提示を目的として，建築構造の立場から
は具体的・系統的検討は未着手である「漂流
物の衝突」を含む衝撃外力に特に着目し，調
査・実験・解析等による検討を実施すること
で，(1) 津波漂流物の衝突外力を明らかにし，
その評価法を提案すること，(2) 上記衝突外
力による建築物の応答を評価し，その簡易評
価手法を提案すること，(3) (1)～(2)の知見
を用いて，津波避難ビルの設計フローをする
こと，を目的とする。加えて，本研究では，
(4) 津波漂流物が柱などの鉛直部材に衝突
したときの軸力保持能力を明らかにするこ
と，(5) 被災地の復旧・復興に直接的に資す
る基礎的なデータ収集をも目的としている。 
 
３．研究の方法 
(1) 津波漂流物の衝突外力評価法の開発 
津波漂流物として船舶を想定し，船舶が陸
上の建築物に衝突するためには船舶が陸域
に遡上することが必要条件であることに着
目し，津波来襲時における船舶の陸域遡上生
起頻度を検討する。まず，2011 年東北地方太
平洋沖地震に伴う津波来襲時における船舶
の AIS（Automatic Identification System；
船舶の位置，速度等の情報をリアルタイムに
送受信するシステム）データおよび海難防止
協会から提供を受けた大震災時の避難行動
アンケート結果等に基づき，船舶のデータベ
ースを作成する。このデータベースを用い，
船舶の陸域遡上生起頻度を分析する。 
また，船舶の衝突時衝撃外力を定量的に評
価するため，2011 年東北地方太平洋沖地震に
伴う津波来襲時において，船舶が構造物（建
築物，防波堤および岸壁）と衝突した 5事例

について，その衝突時における船舶の運動量
変化および運動エネルギー変化，被衝突防波
堤ケーソンの滑動耐力，にそれぞれ基づくこ
とで，各船舶の衝突時衝撃外力の大きさを評
価する。上記に加え既往の文献調査に基づき，
津波漂流物の外力波形評価法を提案する。 
 
(2) 衝突外力による建築物の応答評価法の
開発 
建築物を多質点系モデルに置換し，並進系，
並進＋回転系それぞれについて，(1)で求め
た衝突外力を入力し，時刻歴応答を算定する。
また，最大応答を簡易に評価する手法を提案
し，時刻歴応答との比較によりその妥当性を
検証する。 
 
(3) 津波漂流物衝突に対する設計フローの
提案とケーススタディ 
(1)～(2)の検討によって得られた知見に
基づき，津波漂流船舶の衝突に対する建築物
の設計手順を提案するとともに，同手順にお
いて建築物の応答評価に用いるパラメータ
を整理する。また，津波避難ビルを対象に，
津波波力のみに対する必要耐力，津波波力と
船舶衝突時衝撃外力との組み合わせ外力に
対する必要耐力，および一般的な耐震建築物
の必要耐力，の 3つをケーススタディにより
比較する。 
 
(4) 津波漂流物衝突により損傷した柱の軸
力保持能力評価法の開発 
 1/4 スケールの鉄筋コンクリート造柱試験
体を製作し加力実験を行い，津波漂流物衝突
により損傷した柱の軸力保持能力を把握す
る。また，実験結果と既往の（過去に当研究
グループで提案した）軸力保持能力評価モデ
ルでの計算値を比較し，適用性を検討する。 
 
(5) 被災地の復旧・復興に資する津波被災建
築物の継続使用状況ならびに防潮堤等調査 
 津波漂流物衝突を含む津波被災建築物に
ついて，2011 年被災後の継続利用状況を調査
し，津波避難ビルに要求すべき復旧性能を分
析する。加えて，調査においては防潮堤等の
建設状況も調査する。 
 
４．研究成果 
(1) 津波漂流物の衝突外力評価法の開発 
 上述の AIS データを用いて，まずは 2011 年
津波来週時の船舶挙動を分析した。図 1はそ
の一例で，福島県相馬港における船舶の漂流
挙動である。このうち，SMA-01,および 02 の
船舶については，発災後の船舶操舵が不可能
となったため，座礁した。しかしながら，発
災時の喫水については最大浸水深より大き
く，結果として陸域遡上は免れた。一方，
SMA-03～05 については，操舵可能な状況であ
ったため，港外への避難を行った。これらの
ことから，喫水および船舶の操舵可否が，船
舶の陸域遡上に大きな影響を与える要素で



あることが分かる。図 2は，船舶の陸域遡上
生起／非生起の割合を，喫水 dと浸水深 hの
関係および操舵可否から分類したものであ
る。 
図 2より，陸域遡上した船舶は，その多く
が操舵不可かつ d < h の船舶であったことが
分かった。また，別途行った分析により，操
舵不可であった船舶の多くは，総トン数
500ton 未満の船舶であることが分かってい
る。 

 続いて，衝突外力については，船舶衝突 5
事例および既往研究データから，式(1)の最
大荷重 F および(2)の荷重作用継続時間τを
有する矩形パルス波が最も妥当性が高いこ
とを明らかにした。 
ここに，Pcr：船首の破壊強度(tf)，g：重力

加速度(m/sec2)，Tg：船舶の総トン数(ton)，
m:船舶の質量(ton),v:船舶の衝突速度 
(m/sec)である。 

また，同 5事例のうち衝突時の速度変化が
把握可能であった2事例を対象にその衝突時
の速度および船首方位を検討し，船舶が縦方
向で構造物に接近する場合にはその接近に
伴う漂流速度の低減は限定的であることを
明らかにした。さらに，船舶が操舵されずに
漂流した5事例について船舶の漂流速度およ
びその船首方位を検討し，船舶は数百 m程度
の漂流により最大漂流速度に達し得ること，
その漂流速度は横方向よりも縦方向におい
て比較的高いこと，をそれぞれ明らかにした。 
 
(2) 衝突外力による建築物の応答評価法の
開発 
上記(1)で定義した衝撃外力に対する建築
物の弾塑性応答を簡便に推定する手法を提
案することを目的とし，衝撃外力による仕事
と建築物の復元力による仕事とが等値と仮
定し，最大応答層間変形の推定式（3），(4)
を提案した。 
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 （記号の説明は紙面の都合上省略） 
 式(3)および(4)を，津波避難ビルを多質点
系に置換したモデルの動的解析結果と比較
した結果の例を図 3に示す。一連の解析結果
より，応答塑性率が 2程度以下にとどまる場
合には精度良く最大応答を推定することを
明らかにした。 

 

図 1 相馬港における船舶挙動 

 

N=143
操舵可能

(N=97)
操舵不可

(N=37)
操舵可否不明

 (N=9)

d  ≧ h
(N=72)

(a) (b) (c)

　　　　　  * d：発災時の喫水[m]　  h：津波浸水深[m]

d  < h
(N=41)

(d) (e) (f)

dとhの
大小関
係不明
(N=30)

(g) (h) (i)

2

12
75%

2
13%

47
90%

5
10%

8
62%

5
38% 5

72%

1
14%

1
14%

24
100%

1
100%

19
90%

2
10%

1
12%

7
88%

1
100%

(       ) (13%)

(       )

(       )

(       )
(       )

(       )

(       )

(       )

(       )

(       )

(       ) (       )

(       )

(         ) (         )

(         )

陸域遡上非生起 陸域遡上生起 陸域遡上の生起不明

図 2 陸域遡上生起／非生起の割合 

  gTTgPF GGcr

36/13/1 182.017.1   (1) 

τ = mv / F (2) 

0

1

2

3

4

0

   1/200

   1/100

100 200 300 400 500 600 700 800 900 1000

F/
 (Q

y 
-F

w
) [

-]

応
答
層
間
変
形
角

[r
ad

]

衝突船舶の総トン数 [ton]

δw

δy

検討位置：1層

 

図 3 応答解析結果と提案した評価式の比

較結果の例（黒実線：提案式，他の色付

き線：解析結果） 



 加えて，並進系のみならず，並進＋回転系
の応答も評価した。これは，船舶が建物重
心・剛心と異なる位置に衝突した場合，回転
応答が支配的となることが考えられるため
である。弾性系の応答増大率（並進系の最大
応答に対する並進＋回転系の最大応答の
比）については，図 4のように建物のバネ（柱
や耐震壁）の x 方向・y 方向の本数比，層剛
性の x 方向・y 方向の比率等が支配的な要素
となり，弾性系であれば最大４倍程度の応答
を生じることを明らかにした。 

(3) 津波漂流物衝突に対する設計フローの
提案とケーススタディ 
津波漂流船舶の衝突に対する建築物の設
計手順を提案した。また，津波避難ビルを対
象に，津波波力のみに対する必要耐力，津波
波力と船舶衝突時衝撃外力との組み合わせ
外力に対する必要耐力，および一般的な耐震
建築物の必要耐力，の 3つをケーススタディ
により比較することで，耐震設計および耐津
波波力設計された津波避難ビルであり相応
の層せん断力を負担できる建築物であれば，
一般的な港湾で想定される総トン数 500 ton
未満程度の船舶が衝突したとしても，崩壊等
の著しい不具合が生じる可能性は低いこと
を明らかにした（図 5：建物奥行 D=12m の場
合）。 

(4) 津波漂流物衝突により損傷した柱の軸
力保持能力評価法の開発 
上記(1)～(3)の検討は，津波漂流物が建築
物の剛強な床スラブに衝突することを仮定
しており，柱などの剛強でない部材に衝突す
る局所破壊を考慮していない。(4)では，柱
部材に津波漂流物が衝突したときに，建築物
が崩壊に至らない条件を検討するために必
要となる，残存軸耐力評価式（既往の研究で
当研究グループが提案）の適用性を実験的に
検討した。その結果，図 6に示す通り，既往
の研究で提案されたモデルよりも，当研究グ
ループで提案されたモデル（図 6中の“本研
究”のプロット）の方が，高い精度を有して
いることが分かった。 
 

 
(5) 被災地の復旧・復興に資する津波被災建
築物の継続使用状況ならびに防潮堤等調査 
 東北地方太平洋沿岸部において，2011 年に
津波被害を受けた建築物の復旧状況を調査
し，津波避難ビルに要求すべき復旧性能を検
討した。その結果，図 7に示す通り，Rni（最
高浸水階／建物階数）が 0.5 以上 1.0 未満で
半数程度が，1.0 以上でそのほとんどが「非
使用（＝改築あるいは解体等）」に分類され
るため，津波被災建築物の解体・改築判断に
は，浸水深が重要な要素となっていることが
分かった。 
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図 5 漂流船舶の規模に応じた必要ベース

シア係数（実線：500 トン船舶，破線：

4000 トン船舶，黒実線：対津波設計（漂

流物衝突非考慮）で要求される耐力） 
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図 6 残存軸耐力評価モデルを用いた実験
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図 7 津波被災建築物の復旧状況 

 



 また，同調査では，防潮堤等の津波防御施
設も調査し，各自治体の津波防災対策の現況
を把握した。 
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